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農林水産省消費・安全局長  

 

 

 

   獣医師養成確保修学資金給付事業実施規程の制定について 

 

 

 農林水産省では、産業動物獣医師の確保等による良質かつ適切な獣医療を確保する

ため、令和２年５月２７日に獣医療法（平成４年法律第４６号）第１０条の規定に基

づき、令和１２年度を目標年度とする新たな「獣医療を提供する体制の整備を図るた

めの基本方針」を定め、各都道府県が同法第１１条の規定に基づき定める「都道府県

における獣医療を提供する体制の整備を図るための計画」に即した諸施策を、各都道

府県等と連携し実施していくこととしています。 

 今般、本基本方針に基づき、令和２年度から実施している補助事業「獣医療提供体

制整備推進総合対策事業」においても、引き続き、地域の産業動物獣医師確保の取組

みに対する支援として、産業動物診療又は都道府県の家畜防疫員への就業を志す獣医



  

学生等向けの修学資金の給付に係る事業を行うこととしました。 

 つきましては、当該事業を円滑かつ適正に実施するため、別紙のとおり規程を定め

ましたので、御留意の上、貴管下の関係者に周知方お願いします。 

 なお、本事業に係る本規程の施行前に締結した従前の契約については、契約者間に

おいて特段の取り決めがない場合においては、本規程に基づく契約として読み替える

ことができるものとします。 
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別紙 

獣医師養成確保修学資金給付事業実施規程 

 

第１ 事業の実施 

 食料安全保障確立対策事業実施要領（平成２８年３月２９日付け２７消安第６１

８４号農林水産事務次官依命通知）の別表の畜産安全対策事業の獣医療提供体制整

備推進総合対策事業のうち、獣医師養成確保修学資金給付事業の実施に当たっては、

食品の安全・消費者の信頼確保対策事業関係補助金等交付要綱（平成２８年３月２

９日付け２７消安第６１７６号農林水産事務次官依命通知。以下「交付要綱」とい

う。）及び畜産安全対策事業の運用について（平成２０年４月２２日付け１９消安

第１５１２４号消費・安全局長通知。以下「運用通知」という。）に定めるものの

ほか、この規程により実施する。 

 

第２ 事業実施主体 

 獣医師養成確保修学資金給付事業の事業実施主体は、都道府県計画（獣医療法

（平成４年法律第４６号。以下「法」という。）第１１条第１項の規定により定め

られた都道府県計画をいう。以下同じ。）を定めた都道府県が当該計画を達成する

ために適当と認める団体であって、農林水産省消費・安全局長（以下「消費・安全

局長」という。）が別に定める公募要領に基づき、応募した者の中から選定された

団体とする。 

 

第３ 事業の内容 

１ 修学資金の給付 

 事業実施主体は、基本方針（法第１０条第１項の規定により定められた基本方

針をいう。以下同じ。）及び都道府県計画に基づき、産業動物を対象に診療を行

う獣医師及び家畜防疫員（都道府県において家畜の伝染病の予防又は家畜衛生の

向上等に関する業務に従事する獣医師をいう。）（以下「産業動物獣医師」とい

う。）の確保を図るため、獣医師免許の取得後に産業動物獣医師として一定期間

従事すること等を条件とした修学資金の給付に関する契約（以下「条件付き給付

契約」という。）を締結した者（以下「獣医修学生」という。）に対し、修学資

金を給付するものとする。 

 

２ 就業情報の提供等 

 事業実施主体は、１の事業の円滑な実施を図るため、獣医修学生、共同負担者

（当該修学資金の一部を負担する団体等をいう。以下同じ。）、高等学校、中等

教育学校、獣医系大学等関係者に対する事業の連絡調整及び指導並びに就業した
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獣医修学生に対する就業状況の調査を行うものとする。 

 

第４ 事業の実施方法 

１ 獣医修学生の対象者及び対象除外者 

（１）獣医修学生の対象者 

 獣医修学生の対象となることのできる者は、学校教育法（昭和２２年法律第

２６号）に規定する大学が設定する地域枠等の特別選抜枠のうち、共同負担者

の推薦を受けた者のみを対象とした入学試験枠の試験に合格し、獣医学を専攻

する予定であって、学校教育法に規定する高等学校若しくは中等教育学校の後

期課程の最高学年に在籍する生徒若しくは既卒者（以下「高校生等」とい

う。）又は獣医学を専攻する学生（高校生等が獣医学を専攻する学生になった

場合を含み、既に獣医師国家試験の受験資格を有している場合を除く。以下

「獣医学生」という。）のいずれかであって、都道府県計画において獣医師を

確保する必要がある地域又は分野において、将来、産業動物獣医師として次に

掲げる団体等に従事しようとする者とする。 

 ア 地方公共団体 

 イ 農業協同組合又は農業協同組合連合会 

 ウ 農業共済組合又は農業共済組合連合会 

 エ 法人又は個人が開設する飼育動物診療施設（法第２条第２項に規定する診

療施設をいい、往診のみによって獣医師に飼育動物の診療業務を行わせる者

を含む。以下同じ。） 

 オ その他家畜の伝染病の予防、治療及び家畜衛生の向上等に関する業務を行

う機関又は自ら開設する診療施設であって、事業実施主体が消費・安全局長

の承認を得て適当と認めるもの 

（２）獣医修学生の対象除外者 

 次の各号の一に該当する者は、（１）の獣医修学生の対象者から除外するも

のとする。 

ア 獣医師の確保のために都道府県が自ら行う修学資金と同種の資金の交付を

受けており、又は受ける予定がある者（都道府県等が本事業の共同負担者と

なる場合を除く。） 

イ 条件付き給付契約を締結しようとする者の直系血族又は直系姻族である者

（これらの者が取締役、理事又は責任役員となる法人を含む。）が、本事業

の共同負担者又は事業実施主体となる者 

 

２ 給付額及び給付期間 

（１）給付額 
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 ア 高校生等を対象とする修学資金 

（ア）修学資金の給付額は、大学入学前に大学に納付する費用（入学金、１年

次前期授業料、実習費等）を上限とする。給付額は、高校生等、事業実施

主体及び共同負担者の協議により決定するものとする。 

（イ）修学資金の給付額は、事業実施主体が給付額の２分の１以内を負担する

ものとし、共同負担者がその残額を負担するものとする。 

 イ 獣医学生を対象とする修学資金 

（ア）修学資金の給付基準額は、月額１０万円以内とする。ただし、私立大学

の獣医学生の給付基準額は、月額１８万円以内とする。給付額は、獣医学

生、事業実施主体及び共同負担者の協議により決定するものとする。 

（イ）修学資金の給付額は、事業実施主体が給付額の２分の１以内（ただし、

１人当たり月額５万円（私立大学の獣医学生については、１人当たり月額

９万円）を上限とする。）を負担するものとし、共同負担者がその残額を

負担するものとする。 

（２）給付期間 

 修学資金の給付期間は、獣医修学生と契約を締結した日の属する年度内とす

る。ただし、獣医学生を対象とする修学資金については、この事業が継続する

限りにおいて、獣医修学生が獣医師国家試験の受験資格を取得する年度内まで

を限度として、契約を更新することができる。 

 

 ３ 給付の条件 

事業実施主体は、次の各号を獣医修学生が給付を受ける条件として付すものと

する。 

（１）高校生等又は獣医学生である獣医修学生が次の各号の一に該当しないこと。 

ア 退学すること。  

イ 獣医学以外を専攻すること（高校生等を除く）。 

ウ 心身の故障のため修学の見込みがなくなったと認められること。  

エ 学業成績又は性行が著しく不良となったと認められること。 

オ その他修学資金の給付の目的を達成する見込みがなくなったと認めら

れること。 

（２）獣医師国家試験の受験資格を取得した日から２年以内に獣医師免許を取得

すること。 

（３）獣医師免許を取得後、１年以内又は８に規定する返還債務の履行の猶予の

限度内に産業動物獣医師として就業予定先（獣医修学生が産業動物獣医師とし

て就業を予定している団体等をいう。以下同じ。）に就業すること。 

（４）８に規定する返還債務の履行の猶予の限度を超えて、家畜衛生等に関する
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技術協力で海外に派遣されないこと、又は就業予定先の都合（人事異動を含

む。）により産業動物獣医師としての業務以外の業務に従事しないこと。 

（５）獣医師免許を取得後、修学資金給付期間（大学入学前の期間及び４の給付

の休止に係る期間を除く。以下同じ。）に次の各号に掲げる期間の区分に応

じ当該各号に定める係数を掛けた期間（最大１０年間）以上、産業動物獣医

師として従事すること。 

ア 修学資金の給付月額が５万円以下の給付期間 ４分の５ 

イ 修学資金の給付月額が５万円を超え１２万円以下の給付期間 ２分の３ 

ウ 修学資金の給付月額が１２万円を超える給付期間 ３分の５ 

 

４ 給付の休止 

  事業実施主体は、獣医学生である獣医修学生が休学し、又は停学の処分を受け

たときは、休学し、又は停学の処分を受けた日の属する月の翌月分から復学した

日の属する月の分まで修学資金の給付を行わないものとする。この場合において、

これらの月の分として既に給付された修学資金があるときは、その修学資金は、

当該獣医修学生が復学した日の属する月の翌月以後の月の分として給付されたも

のとみなす。 

 また、獣医学生である獣医修学生が留年したときも同様とする。 

 

５ 給付の終了 

 事業実施主体は、獣医修学生が次の各号の一に該当したときは、当該事由の発

生した日の属する月の翌月に給付を終了する。 

（１）修学資金の給付を受けることを辞退したとき。 

（２）死亡したとき。 

 

６ 契約の解除及び返還金の返還 

（１）事業実施主体は、獣医修学生が３の条件に違反したとき又は５の（１）に

該当したときは、条件付き給付契約を解除し、給付した修学資金を返還させる

ものとする。返還に当たっては、別添により算出される額の修学資金及び加算

金（以下「返還金」という。）を徴収するものとする。 

（２）事業実施主体は、獣医修学生に返還請求を通知した日から６月以内に返還金

を返還させるものとする。ただし、災害、疾病その他やむを得ない理由により

返還金を返還することが困難であると認められるときは、３年を限度として返

還金の返還を猶予することができる。 

（３）事業実施主体は、修学資金の給付を受けた者が返還金を返還しなければなら

ない日までに正当な理由がなくこれを返還しなかったときは、当該返還すべき
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日の翌日から返還の日までの期間の日数に応じ、返還すべき金額につき年１０.

９５パーセントの割合で計算した額の延滞利子を徴収するものとする。 

（４）事業実施主体は、獣医修学生から返還金の返還があったときは、国からの

返還命令に従い、返還金のうち修学資金の給付額の事業実施主体負担分（以下

「事業実施負担分」という。）及び事業実施負担分に係る加算金を国に返還す

るものとする。 

 

 ７ 返還金の返還の免除 

事業実施主体は、獣医修学生が次の各号の一に該当するに至ったときは、６

の規定にかかわらず、返還金の全部又は一部の返還を免除することができる。 

（１）死亡、事故又は心身の故障のため、産業動物獣医師として業務に従事する

ことができなくなったとき。 

（２）就業予定先の飼育動物診療施設の廃止等就業予定先のやむを得ない事情に

より、産業動物獣医師として業務に従事することができなくなったとき。 

（３）事業実施主体及び共同負担者との合意の上で、就業予定先とは異なる就業

先にて産業動物獣医師として従事しようとし、又は従事するとき。 

  

８ 返還金の返還債務の履行猶予 

 事業実施主体は、獣医修学生が次の各号の一に該当するに至ったときは、６の

規定にかかわらず、累積３年（（３）にあっては、当該事由が継続する間）を限

度として返還金の返還債務の履行を猶予することができる。この場合において、

猶予期間は、３の（５）に規定する産業動物獣医師として従事した期間に算入し

ない。 

（１）家畜衛生等に関する技術協力で海外に派遣されることとなったとき。  

（２）就業予定先の都合（人事異動を含む。）により一時的に産業動物獣医師と

しての業務以外の業務に従事することとなったとき。 

（３）災害、疾病その他やむを得ない理由により産業動物獣医師としての業務に

従事できないとき。 

 

９ 連帯保証人 

 修学資金の給付を受けようとする者は、連帯保証人（獣医修学生と連帯して契

約の条件の不履行により生じる獣医修学生の債務を負担する者（自然人に限

る。）をいう。以下同じ。）を立てなければならない。なお、連帯保証人は２人

とし、獣医修学生に父又は母があるときは、連帯保証人のうち１人は父又は母で

なければならない。 
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10 獣医修学生等に対する指導及び就業状況調査 

（１）獣医修学生等に対する指導 

 事業実施主体は、獣医修学生、共同負担者、高等学校、中等教育学校、獣医

系大学等関係者に対して事業の趣旨及び契約内容を十分に理解させるとともに、

定期的に報告を求めるほか、必要な際に報告を求めるものとする。 

（２）就業状況調査 

 事業実施主体は、獣医修学生が就業予定先に就業した後、就業予定先に確実

に就業していることを確認するため、定期的に獣医修学生の就業状況の調査を

行うほか、必要な際に就業状況の調査を行うものとする。なお、当該調査は、

現地調査により、事前に調査日等を関係者に通告することなく行うものとする。 

 

11 給付事業実施規程細則の策定 

事業実施主体は、１から10までに掲げる事項及びその他の必要事項に関して給

付事業実施規程細則を定めるものとし、修学資金の給付を受ける者に対する修学

資金の給付に当たっては、当該給付事業実施規程細則に定めるところにより給付

契約を締結して行うものとする。なお、給付事業実施規程細則を定めたときは、

当該給付事業実施規程細則を消費・安全局長に報告するものとする。 

 

第５ 事業の推進指導等 

１ 事業実施主体は、農林水産省の指導の下、都道府県及び関係団体との連携に

努め、この事業の円滑な推進を図るものとする。 

 

２ 都道府県知事は、この事業の適正かつ円滑な実施を図るため、この事業の趣

旨、内容等の周知徹底及びその他必要な支援に努め、都道府県計画に基づき、

本事業を計画的に推進するものとする。 

 

第６ 国の補助 

 国は、予算の範囲内において、交付要綱別表に定められた補助率及び補助対象経

費につき補助をする。 

 

第７ 補助金交付の手続等 

１ 補助金の交付申請 

事業実施主体は、補助金の交付を受けようとする場合は、運用通知別記様式第

１号に準じて事業実施計画を作成し、消費・安全局長の求めがあったときは、こ

れを提出するとともに、交付要綱別記様式第１号に定める補助金等交付申請書を

農林水産大臣に提出するものとする。 
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なお、事業実施計画及び交付要綱第４第２項の規定による補助金等交付申請書

の提出に当たっては、あらかじめ事業実施主体は、当該承認申請書の内容につい

て、就業予定先の都道府県知事との協議を終了しておくものとする。 

 

２ 事業の変更承認申請 

事業実施主体は、補助金交付決定があった後において、交付要綱第９の規定に

より補助金等変更（中止又は廃止）承認申請書を提出しようとする場合は、交付

要綱別記様式第３号に定める補助金等変更承認申請書を農林水産大臣に提出して

承認を得るものとする。 

なお、変更承認申請に当たっては、あらかじめ事業実施主体は、変更承認申請

書の内容について、就業予定先の都道府県知事との協議を終了しておくものとす

る。 

 

３ 事業の実績報告 

事業実施主体は、当該年度に実施した事業実績を事業が完了した日から起算

して１月を経過した日又は補助金の交付決定通知のあった年度の翌年度の４月

１０日のいずれか早い期日までに、交付要綱別記様式第７号の実績報告書を農

林水産大臣に提出するとともに、就業予定先の都道府県知事にその実績を報告

するものとする。 

 

第８ その他 

 国は、この規程に定めるもののほか、当該事業の実施及び実績について必要に

応じ、事業実施主体に対し調査し、又は報告を求めることができるものとする。 

 
 
附則 
 １ この規程は、平成２３年４月１日から施行する。 
 ２ この規程の都道府県計画の策定の事項については、令和４年３月３１日までに

都道府県計画を策定することをもって、当該要件を満たすことができるものとす

る。ただし、平成２２年８月以降に都道府県計画を策定している場合は令和５年

３月３１日までの間、当該要件を満たしているものとする。 
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別添 

第４の６の（１）の返還金及び延滞利子の計算方法 
 

１ 修学資金 

（１）高校生等を対象とする修学資金（大学入学前に大学に納付する費用（入学金、
１年次前期授業料、実習費等）を上限とする。） 

 

修学資金の給付総額の全額 

 

（２）獣医学生を対象とする修学資金 

修学資金の給付総額 ×１－ 
産業動物獣医師として従事した月数 

修学資金を給付した月数に係数を掛けた期間（※） 

 
 （※）修学資金を給付した月数に係数を掛けた期間  

＝ 給付月額５万円以下を給付した月数×５÷４ ＋ 
 給付月額５万円を超え１２万円以下を給付した月数×３÷２ ＋ 
 給付月額１２万円を超えて給付した月数×５÷３ 

 
（注１）産業動物獣医師として従事した月数は、従事し始めた日の属する月から最

終の従事日の属する月までとする。 
（注２）第４の８に規定する返還の債務の履行猶予の限度を超えて、就業予定先

の都合（人事異動を含む。）により産業動物獣医師としての業務以外の業
務に従事することとなったときは、「修学資金の給付総額」とあるのは
「事業実施主体が負担した修学資金の給付総額」と読み替えるものとする。 

（注３）算出した修学資金に１円未満の端数があるときは、その端数金額を切り
捨てるものとする。 

 
２ 加算金 

（１）条件付き給付契約が解除された場合（（２）から（４）までに掲げる場合を除
く） 

 
 修学資金の給付時ごとの金額に、当該給付をした日の属する月の翌月から、契
約が解除された日又は契約解除の申出のあった日の属する月までの期間につき、
年１０.９５パーセントの割合で計算した額の総和 

 
（２）獣医師国家試験の受験資格を取得した日から２年以内に獣医師免許を取得しな

かった場合 
 

 修学資金の給付時ごとの金額に、当該給付をした日の属する月の翌月から、獣
医師免許を取得できなかった旨の届出があった日の属する月までの期間につき、
年１０.９５パーセントの割合で計算した額の総和 

 
（３）獣医師免許を取得後、１年以内又は第４の８に規定する返還債務の履行の猶予

の限度内に産業動物獣医師として就業予定先に就業しなかった場合 
 

 修学資金の給付時ごとの金額に、当該給付をした日の属する月の翌月から、産
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業動物獣医師として従事しない旨の届出があった日の属する月までの期間につき、
年１０.９５パーセントの割合で計算した額の総和 

 
（４）獣医師免許を取得後、産業動物獣医師として従事した期間が獣医学生を対象と

する修学資金給付期間に次の各号に掲げる期間の区分に応じ当該各号に定める係
数を掛けた期間に満たなかった場合又は満たす前に第４の８に規定する返還の債
務の履行猶予の限度を超えて８の（１）又は（２）に該当した場合 
ア 修学資金の給付月額が５万円以下の給付期間 ４分の５ 
イ 修学資金の給付月額が５万円を超え１２万円以下の給付期間 ２分の３ 
ウ 修学資金の給付月額が１２万円を超える給付期間 ３分の５ 

 
 修学資金の給付時ごとの金額に、当該給付をした日の属する月の翌月から、修
学資金の給付が終了した日の属する月までの期間につき、年１０.９５パーセン
トの割合で計算した額の総和に以下の率を乗じて得た金額 

１－ 
産業動物獣医師として従事した月数 

修学資金を給付した月数に係数を掛けた期間（※） 

 
 （※）修学資金を給付した月数に係数を掛けた期間  

＝ 給付月額５万円以下を給付した月数×５÷４ ＋ 
 給付月額５万円を超え１２万円以下を給付した月数×３÷２ ＋ 
 給付月額１２万円を超えて給付した月数×５÷３ 

 
（注１）産業動物獣医師として従事した月数は、従事し始めた日の属する月から、

最終の従事日の属する月までとする。 
（注２）第４の８に規定する返還の債務の履行猶予の限度を超えて、就業予定先

の都合（人事異動を含む。）により産業動物獣医師としての業務以外の業務
に従事することとなったときは、「修学資金の給付時ごとの金額」とあるの
は「事業実施主体が負担した修学資金の給付時ごとの金額」と読み替えるも
のとする。 

（注３）算出した加算金に１円未満の端数があるときは、その端数金額を切り捨
てることとする。 

 
 
３ 延滞利子 
 

延滞利子 ＝ 返還金 × 
０．１０９５ 

× 延滞した日数 
３６５ 

（注）延滞した日数は、返還すべき日の翌日から返還の日までの日数とする。 


	３　事業の実績報告
	（１）高校生等を対象とする修学資金（大学入学前に大学に納付する費用（入学金、１年次前期授業料、実習費等）を上限とする。）
	修学資金の給付総額の全額
	（２）獣医学生を対象とする修学資金
	（１）条件付き給付契約が解除された場合（（２）から（４）までに掲げる場合を除く）
	（２）獣医師国家試験の受験資格を取得した日から２年以内に獣医師免許を取得しなかった場合
	（３）獣医師免許を取得後、１年以内又は第４の８に規定する返還債務の履行の猶予の限度内に産業動物獣医師として就業予定先に就業しなかった場合
	（４）獣医師免許を取得後、産業動物獣医師として従事した期間が獣医学生を対象とする修学資金給付期間に次の各号に掲げる期間の区分に応じ当該各号に定める係数を掛けた期間に満たなかった場合又は満たす前に第４の８に規定する返還の債務の履行猶予の限度を超えて８の（１）又は（２）に該当した場合
	ア　修学資金の給付月額が５万円以下の給付期間　４分の５
	イ　修学資金の給付月額が５万円を超え１２万円以下の給付期間　２分の３

